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論 文 内 容 の 要 旨 
研究の目的 
 1999 年９月 21 日、マグニチュード 7.7 の大地震が台湾中部の南投県集集付近に発生した。また、2004 年 10 月 23
日、新潟県中越地方において、マグニチュード 6.8 の地震が発生した。筆者がこの２つのフィールドでインタビュー
や聞き取り調査を行なう過程において、両被災地では、多様な語りが常に聞かれた。 
 本論文の主要な目的は、①台湾集集大地震と新潟県中越地震、この２つ地震の被災地において実施された様々な調
査の結果を踏まえ、それぞれの被災地において自助、共助と公助の三者の力動関係が、どのように個々の被災者や各
被災地の差異をもたらすのか、また、②自助、共助と公助の三者の力動関係を基に、今後に向けてどのような提言が
できるのか、について考察することである。 
 具体的な問いとしては、どのような状況におかれると、被災者は自助を放棄し、また生への意欲さえ失ってしまう
のか。逆に、どのような援助の形や励ましがあれば、人は励まされ、苦境（壊された生活や行き詰まる人生）を乗り
越えられ、人間としての成長を遂げられるのか。また集団の場合では、どのような援助の仕組みがあれば、村やコミ
ュニティが団結し、広い意味での地域復興――すなわち、地元の住民を中心とした人間関係、生活、レジャー、郷土
文化などの豊かさに富む地域への変貌――を成し遂げられるのか。逆に、どのような援助の力動関係において住民同
士がばらばらで、各自の問題を抱えるばかりとなり、地域全体の事柄や活性化などに目を向かないという停滞した状
態に陥るのか、などがあげられる。こうした様々な問いを発しながら、筆者は両被災地と向きあってきた。 
研究方法 
 本論文は、グループ・ダイナミックスと人間性心理学を理論の軸とし、台湾集集大地震の被災地桃米村、宗教救援
団体「慈済功徳会」、また日本の NPO を主とする「智恵のひろば」防災活動研究会、中越地震の被災地、という４
つの主体を取り上げた。４つの対象ごとに異なる方法で研究結果を分析した。桃米村の事例では、聞き取り調査、半
構造化インタビュー（semi-structured interview）を行い、エスノグラフィーを作成した。中越大地震の事例では、
文献調査及びフィールドワークを行い、これらの結果を総合的に分析した。「慈済功徳会」の事例では、当事者への
インタビューを収集した研究ノートを作成し、分析した。「智恵のひろば」の事例では、災害ボランティアヘのイン
タビュー内容を統計分析の手法で解釈する形で表現した。 
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論文の構成 
 第１部「理論編」では、本論文が依拠する理論的立場を説明する。第１章は、災害過程に関する自助・共助・公助
に言及した先行研究を整理し、本論文で使われている自助・共助・公助この３つの言葉をそれぞれ定義づけることに
した。第２章では本章では、実践編のフィールドワークの考察に援用するグループ・ダイナミックスを紹介し、その
認識・情報の視点を援助へと応用することによって自助・共助・公助を統一的に把握することを試みる。 
 従来のコミュニケーションモデルを応用すれば、災害における援助行動は、共、公（送り手）それぞれ一方向から
自（受け手）へ（物質、技術、サービス、同情などを）与えることになると想定されている。この考え方では自、共、
公３者の相互関係も十分に取り扱うことができない。その結果、災害過程の各時期に行なわれている援助行為は、そ
の活動の全体像を見失いかねない。本論文では、規範の生成過程に注目し、援助の生成の過程に２つの水準があると
想定する。まず第１の水準では、公助や共助（送り手）の援助の規範がそれぞれ自助（受け手）の規範と出会い、互
いに互換する身体となり、互いの世界を感受する場面を考えた。複数の身体間の連鎖により、個々の身体における経
験の差異が潜在化し、代わりに個々の身体においての共通経験が顕在化することになり、規範の生成に到る。これは
第１水準の援助規範である。第２の水準では、第１水準の時に生成された規範の作用圏が出会い、互いに規範の伝達
が発生し、それに伴い、新しい規範を受け入れる側は、もう１つの規範に包摂されることとなり、作用圏が拡大する。
援助の第２の水準では、自助、共助、公助集合体とそれぞれのなした作用圏が１つの場に並列するようになっている
が、規範の生成や変容が頻繁に生じるゆえに、３者の並列の関係にその濃淡（相互関係）が見られると考えられる。 
 第２部の「実践編」には、４つの事例から地震災害過程――救援、避難、復旧、復興、防災――における個人の対
処や人々の協働関係に基づく様々な動きについて論じる。第３章では、1999 年９月 21 日に台湾で発生した集集大地
震において活躍した「慈済功徳会」を事例として取り上げ、その救援活動の特徴を抽出し、台湾の救援における自助、
共助、公助、特に協働（共助）で慈済の地域ボランティア活動がもたらす救援・防災の効果を考察する。第４章では、
10 人の災害 NPO のメンバー、ボランティアや研究者などにインタビューし、彼らが阪神・淡路大震災からいままで
蓄積してきた災害過程に関する経験を統計的に抽出し、彼らの目を通してみた日本における災害救援システムの実態
を紹介する。第５章では、台湾南投県埔里鎮桃米村の住民が、ある中間支援団体との協働を通して地域の復興をはか
る事例を考察する。桃米村の復興事例から特に災害復興における成功要素や将来の発展に不安になりうる原因を、「自
助」「共助」「公助」の関係を通して考察することが研究の焦点におくことにする。第６章では、新潟県中越地震が
発生してから、被災地で復旧、復興の過程に生じた問題や論争について概観し、そして「人」の視点、つまり公助（法
的制度の支援）・自助（被災者の自立意欲）・共助（支援側のサポート）という側面で、コミュニティ再生について
論議する。 
 第３部では、「理論編」と「実践編」を総合的に論議する。第７章では、グループ・ダイナミックスと人間性心理
学の観点を用いて、いかに自・他の協働で最大の効果を発揮できるか、について整理を行う。 
結論 
 本論文では、まず、グループ・ダイナミックスの認識・情報理論を援用して援助モデルという仮説をたてた。この
視点での災害過程における自助、共助、公助の関係は、１つの場全体に参与する集合体の相互作用の結果であると理
解した。したがって、援助は一方向でなく、互いを理解し合うことから始まらなければならないことを明らかにした。 
 グループ・ダイナミックスの視点に立てば、援助とは１つの場で集合体全体の相互作用の結果として見なされる。
したがって、援助する側に立つ者は援助する立場でありながら、逆に援助されるという経験をすることになる。さら
に人間性心理学を援用してもそこに他者との関係の重要性が見出された。以上より、援助の真義とは、自分を生かし、
共に他者を生かすということであり、援助行動は、関係性の中で成就していくことが明らかになった。援助する側と
援助される側という立場（立脚点）に固執せず、両者一体となり、「援助」のあるべき姿も見えてくると考えられる。 
 以上のように、本論文は、４つの事例研究を踏まえて、グループ・ダイナミックスと人間性心理学の視点を通して
考察することによって、関係性の重要性、援助の真義について再考することができた。 
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論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 本論文では、災害過程――救援、避難、復旧、復興、防災――における自助・共助・公助に関する日本（阪神・淡
路大震災、新潟県中越地震）と台湾（集集大地震）の事例が、グループ・ダイナミックスの観点から考察されている。
まず、第１部では、災害過程に関する自助・共助・公助に言及した先行研究を整理し、自助・共助・公助を統一的に
把握している。具体的には、自助・共助・公助がそれぞれ独立に作用するのではなく、それぞれが折り重なって濃淡
をなすことを、グループ・ダイナミックスの規範の作用圏の考え方から整理した。第２部では、４つの事例を検討し
た。まず、台湾と日本の救援活動に着目して、自助・共助・公助の事例を検討した。台湾については、1999 年９月
21 日に台湾で発生した集集大地震において活躍した「慈済功徳会」を事例として取り上げ、その救援活動の特徴を抽
出し、当該団体の平常時からの共助、すなわち、地域におけるボランティア活動が災害救援期における自助を促進し
ていることを明らかにした。日本については、阪神・淡路大震災から 10 年間にわたって災害 NPO として救援活動に
携わってきた人々にインタビュー調査を実施し、日本における災害救援システムでは、共助が主となり、自助とは連
動するものの、公助との関係が希薄であることを示した。次に、台湾と日本の復旧・復興活動に着目して事例を検討
した。台湾については、台湾南投県埔里鎮桃米村の住民が、中間支援団体との協働を通して地域の復興をはかった事
例を考察し、自助・共助・公助が連動して復興を推進していることを明らかにした。日本については、新潟県中越地
震が発生してから、被災地で復旧、復興の過程に生じた問題や論争についてドキュメント分析を行い、コミュニティ
再生における自助・共助・公助が相乗的な作用を及ぼす可能性を示した。第３部では、自助・共助・公助の相互関係
について事例を総合的に議論し、災害過程に参与する集合体相互の関係が、自助・共助・公助として顕在化すること
述べ、実践的な指針を提示した。 
 本論文は、四つの地域の事例を豊かに描き出すと共に、それらを理論的観点から適切に整理したこと、さらに、こ
れらの事例及び理論的な整理について、災害現場の実践に通じる観点から総合的に論じたことが、高く評価できる。
これらは、災害過程に関する研究及びグループ・ダイナミックスの研究に新たな可能性をもたらすものである。 
 以上の理由より、本論文は、博士（人間科学）の学位の授与に十分に値するものであると判定された。 
